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徳島県が「公立公的病院再編・縮小」を事実上転換 
「コロナ禍」の下、危機事象における公立公的病院の役割を土台から見直す 

 

徳島県医労連は、徳島県知事に対し「新型コロナウイルス感染拡大防止のための医療提供体制の強化と『医療

崩壊』を防ぐ医療機関・従事者への支援強化を求める要請書」を 4月 30日に提出、5月 15日に徳島県保健福祉

部と懇談しました。四国放送・徳島新聞社・しんぶん赤旗が報道しました。 

要請では、鳴門病院労組の小島書記長、健生協労組の達田副委員長がコロナ禍での現場実態と医療従事者と医

療機関への支援を訴えました。井上書記長は、感染症

が大流行する秋冬シーズンに対応するため直ちに着手

すべきこととして「感染の有無を判別する検査体制の

抜本強化」「公立公的病院の再編計画の中止」「医師・

看護師の需給計画の見直しと大幅増員」の必要性を強

調しました。 

 

徳島県からは、衛生材料の調達と増産体制の強化や物

品配布、PCR検査体制強化、軽症・無症状者を隔離する

民間施設借り上げ契約、医療従事者に対する偏見防止を

呼びかける知事会見の実施など、尽力してきたことが報

告されました。 

 

コロナ禍の危機を乗り越える 
地域住民と労働組合の共同で「医療提供体制の充実を」 
徳島県は「病床削減と病院統廃合」「医師・看護師数削減」を柱にした地域医療構想を作成し、

医療費への公費支出を抑制したい政府・厚労省方針を前のめりですすめてきました。その徳島県

が、既定路線を変更し「土台から見直す」と回答したことは画期的です。 
 

徳島県医労連は、「医師・看護師・介護職

員の大幅増員を求める意見書」を県内８０％

を占める１９市町村議会で採択を勝ち取り、

国立病院統廃合阻止・国立徳島病院存続運動

では、病院統廃合を事実上ストップさせてい

ます。平常時でもマンパワー不足が深刻さを

増す実態を可視化し、大規模災害発生時など

不測の事態に備えた医療提供体制の必要性

を示し続けてきました。労働組合と地域住

民・保守革新の垣根のない共同の輪が、国民

軽視の現政権の政策転換を迫る情勢と世論

に強い変化を生み出しています。 
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要請は、県医労連・徳島労連・働くものの命と健康を守る徳島センター

との共同提出。徳島労連の山本議長・森口事務局長、いの健センター

理事長の堀金弁護士と井上玉紀事務局長、共産党県議団の山田豊

県議、達田良子県議、上村恭子氏が同席しました。 

日程 2020年 5月 15日（金） 徳島県議会棟 2階議員応接室にて 

写真は四国放送 

フォーカス徳島より 

 

発言する鳴門病院

労組の小島書記長 

Ｗｅｂ会議で県庁と現場・各事務所をつなぎ要請 

鳴門病院労組の小島書記長（左上）、健生協労組の達田副委員長

（中）、保険医協会の藤榮事務局長（右上）、日本医労連の寺園中執

（左下）、徳厚労吉野川支部の川口執行委員 
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「新型コロナ感染対策」徳島県要請は、医療提供体制の強化と医療機関・従事者への支援強化を求めました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

徳
島
県
が
病
床
削
減
方
針
を「
土
台
か
ら
見
直
す
よ
う
国
に
強
く
求
め
る
」
回
答 

「
今
般
の
新
型
コ
ロ
ナ
感
染
症
拡
大
の
事
態
を
受
け
、
感
染
症
拡
大
や
災
害
発

生
時
等
の
危
機
事
象
に
お
け
る
公
立
公
的
病
院
の
役
割
に
つ
い
て
、
こ
れ
ま
で
の

議
論
を
土
台
か
ら
見
直
す
よ
う
国
に
対
し
て
強
く
求
め
て
い
き
た
い
と
考
え
て

い
ま
す
。
」
こ
れ
は
徳
島
県
保
健
福
祉
部
医
療
政
策
課
長
の
発
言
で
す
。 

「
コ
ロ
ナ
禍
の
対
応
」
で
多
忙
な
中
、
徳
島
県
保
健
福
祉
部
の
担
当
職
員
が
１

２
人
も
同
席
す
る
こ
と
は
異
例
の
対
応
で
す
。
そ
れ
ほ
ど
重
要
な
「
既
定
路
線
」

を
土
台
か
ら
見
直
す
決
断
が
さ
れ
た
と
い
う
こ
と
で
す
。 

※ 

回答する県保健福祉部医療政策課長 

写真は四国放送フォーカス徳島より 

※訂正：小島書記長は鳴門病院のマスクは充足しいるが、急がない手術を延期しているにも関わらずオペ用ガウンが不足していることを

訴えました。この部分の徳島新聞記事は誤りであり訂正記事の掲載を依頼しています。 

写真は四国放送 

フォーカス徳島より 


